
証券コード 3093
平成27年５月11日

株 主 各 位
東京都足立区梅島三丁目32番６号
株式会社トレジャー・ファクトリー
代表取締役社長 野 坂 英 吾

第20回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年５月26日（火曜日）午後５時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成27年５月27日（水曜日）午前10時
２. 場 所 東京都足立区千住一丁目四番一号

東京芸術センター 21階「天空劇場」
会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参
照いただき、お間違いのないようご注意願います。

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第20期（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）事業報告

及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.treasurefactory.co.jp/）
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

(平成平成2627年年３２月月１28日日からまで)
１．会 社 の 現 況
（1）当事業年度の事業の状況
　 ① 事業の経過及び成果

当期におけるわが国経済は、輸出産業を中心に企業業績の改善が進みました
が、個人消費においては、４月の消費税増税以降、全般的に消費マインドの低
下が見られました。一方で、円安を背景にしたインバウンド消費が活発となる
など、国内消費にプラスの影響も見られました。
　４月の消費税増税以降は、消費者の節約意識から家庭用品全般においても中
古品の需要が高まり、当社が展開するリユース事業においては既存店を中心に
業績が好調に推移しました。
　当社は、このような経営環境の中、「トレジャーファクトリーは人々に喜び・
発見・感動を提供します」という経営理念の下、引き続き、（ア）多店舗出店、
（イ）既存店強化、（ウ）インターネット取引強化、（エ）新規業態開発の４本を
事業計画の柱として、事業展開を図ってまいりました。
　
（ア）多店舗出店
首都圏での出店に加え、前事業年度から開始した関西での出店を進めました。

具体的には、大阪府で総合リユース業態を３店、服飾専門リユース業態を１店
出店し、当期末現在で関西地域６店体制となりました。業態別の年間出店数は、
総合リユース業態「トレジャーファクトリー」（直営）が３店、服飾専門リユー
ス業態「トレファクスタイル」（直営）が３店、ブランド古着専門業態「ブラン
ドコレクト」（直営）が２店、スポーツ・アウトドア業態「トレファクスポー
ツ」（直営）が１店の合計９店となりました。その結果、当期末現在では、直営
店が「トレジャーファクトリー」50店、「トレファクスタイル」24店、「ブラン
ドコレクト」２店、「トレファクスポーツ」１店、「ユーズレット」１店の計78
店、ＦＣ店が「トレジャーファクトリー」４店となり、合計店舗数82店体制と
なりました。
　

（イ）既存店強化
当社では、一般買取（一般顧客からの仕入）を補完するため業者仕入を実施

しておりますが、前期に拡張移転した物流センターが当期において年間を通し
て稼働したことにより、家電、家具を中心に業者仕入が伸びました。一般買取
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においては、主要な仕入チャネルである店頭買取が順調に推移したことに加え、
顧客宅を訪問して買取を行う出張買取、全国から宅配便を利用して買取を行う
宅配買取も伸長しました。また、トレファクスタイルの１号店である稲毛店
（千葉県千葉市稲毛区）を平成26年11月に移転し、売り場面積を倍増させた結
果、収益拡大につながりました。販売・買取促進では、前期に引き続き秋口に
テレビCMをスポットで放映したことに加え、ポイントカードのスマホアプリ
化などに取り組みました。
　
（ウ）インターネット取引強化
自社通販サイトである「スタイルオンライン」と前期にオープンした「トレ

ジャーファクトリー楽天市場店」を中心にネット経由の販売を強化しました。
また、事業譲受により他社から譲り受けたブランド古着専門のオンライン通販
サイトの「ブランドコレクト」を平成26年12月にリニューアルオープンしまし
た。
　
（エ）新規業態開発
新業態となるスポーツ・アウトドア業態の「トレファクスポーツ」を開発し、

平成26年９月に１号店を神奈川県横浜市青葉区にオープンしました。この業態
は、スポーツ・アウトドア用品を専門的に扱う業態でありますが、オープン後、
順調に立ち上がっております。
　また、他社からの事業譲受により「ブランドコレクト」業態を１店（原宿店）
譲り受け、平成26年10月から当社での営業を開始しました。この「ブランドコ
レクト」業態は、ブランド古着専門業態として、既存の「トレファクスタイル」
業態よりも、価格帯が高い商材を中心に扱っております。平成27年１月には、
同業態の２号店を原宿竹下通りにオープンいたしました。
　
当期の業績については売上高は全社で前期比17.0％増、既存店（平成25年２

月期末までに出店した店舗、以下同じ）で前期比7.9％増となりました。商品カ
テゴリー別の売上高では、衣料が前期比19.3％増、服飾雑貨が同17.1％増、電
化製品が同18.5％増、家具が同17.6％増となり、主要カテゴリーをバランスよ
く伸ばすことができました。当期商品仕入高は全社で前期比18.8％増となりま
した。一般買取は全社で前期比14.8％増、既存店では前期比6.7％増となりま
した。
利益面では、全社の売上総利益率が65.4％と前期に比べ0.2％上昇し、既存

店の売上総利益率は65.6％と前期に比べ0.3％上昇しました。全社の差引売上
総利益率は65.4％となり、前期に比べ0.3％上昇しました。一方、販売費及び
一般管理費比率は前期比1.0％低下し、56.4％となりました。この結果、営業
利益率は前期に比べ1.1％上昇し8.9％となり、経常利益率は前期に比べ1.1％
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上昇し、9.1％となりました。
　以上の結果、売上高10,682,286千円（前期比17.0％増）、営業利益
955,645千円（前期比34.6％増）、経常利益966,769千円（前期比32.4％増）、
当期純利益566,187千円（前期比35.7％増）となりました。
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　 商品別仕入実績

品 目

当事業年度

(平成平成2627年年３２月月１28日日からまで)
仕入高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

生 活 雑 貨 328,866 8.3 115.5
衣 料 1,491,991 37.7 119.9
服 飾 雑 貨 789,680 20.0 113.8
電 化 製 品 803,509 20.3 129.9
家 具 213,681 5.4 115.5
ホ ビ ー 用 品 167,231 4.2 111.0
そ の 他 163,260 4.1 106.5

合 計 3,958,221 100.0 118.8
（注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2. その他には、仕入副費が含まれております。
　

　 事業別商品別販売実績

事 業 品 目

当事業年度

(平成平成2627年年３２月月１28日日からまで)
売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

直営事業

生 活 雑 貨 936,937 8.8 113.1
衣 料 4,437,365 41.5 119.3
服 飾 雑 貨 1,938,881 18.2 117.1
電 化 製 品 1,963,333 18.4 118.5
家 具 825,329 7.7 117.6
ホ ビ ー 用 品 485,334 4.5 103.1
そ の 他 8,953 0.1 67.1
小 計 10,596,134 99.2 117.1

Ｆ Ｃ 事 業 20,878 0.2 121.8
そ の 他 事 業 65,273 0.6 100.6
合 計 10,682,286 100.0 117.0

（注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
2. ＦＣ事業は、商品販売、加盟料・指導料・ロイヤリティ等であります。
3. その他事業は、レンタル売上・ソフトウェア売上等であります。
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　 ② 設備投資の状況

　当期における設備投資の総額は223,491千円であり、その主なものは新規出
店（岸和田店、八尾店、東大阪店、青葉台店、戸越銀座店、小手指店、アメリ
カ村店、原宿店、原宿竹下通り店、フルフィルメントセンター）であります。

店 舗 名 開 店 日
トレジャーファクトリー 岸和田店 平成26年３月15日
トレジャーファクトリー 八尾店 平成26年７月12日
トレジャーファクトリー 東大阪店 平成26年11月22日
トレファクスポーツ 青葉台店 平成26年９月６日
トレファクスタイル 戸越銀座店 平成26年５月３日
トレファクスタイル 小手指店 平成26年10月11日
トレファクスタイル アメリカ村店 平成27年２月14日
ブランドコレクト 原宿店 平成26年10月15日
ブランドコレクト 原宿竹下通り店 平成27年１月15日
フルフィルメントセンター 平成26年10月15日
　
　 ③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。
　
　 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。
　
　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　当社は、ファーストザウェーブ株式会社の「ブランドコレクト」事業につい
て、平成26年９月30日付で事業譲渡契約書を締結し、平成26年10月15日付で
当該事業を譲り受けました。

　
⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況
　該当事項はありません。

　
　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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（2）財産及び損益の状況

区 分 第17期
(平成24年２月期)

第18期
(平成25年２月期)

第19期
(平成26年２月期)

第20期
(当事業年度)
(平成27年２月期)

売 上 高(千円) 7,205,498 7,984,574 9,129,404 10,682,286
当 期 純 利 益(千円) 295,544 371,487 417,285 566,187
１株当たり当期純利益 (円) 54.29 67.63 75.37 101.82
総 資 産(千円) 3,281,613 3,577,823 4,184,425 5,040,000
純 資 産(千円) 1,722,166 2,061,068 2,434,267 2,955,603
１株当たり純資産額 (円) 315.30 372.76 438.37 527.20
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しておりま

す。
　 ２．平成26年９月１日付で１株につき２株の割合をもって株式分割を行いま

したが、第17期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

　
（3）対処すべき課題
　中古品小売業界では、大手リユースショップチェーンの多店舗展開の加速や異
業種からの参入、更にはインターネット経由の中古品の売買サービスの増加など、
業界内の競争が進んでおります。
　このような環境下で、更なる事業成長を推進するためには、広域での店舗展開
体制の確立、商品の確保及び人材の確保と育成、インターネット経由の売買の強
化などが課題となります。具体的な課題と対処策は以下のとおりであります。

　
　 ① 広域での店舗展開

物流の効率化、地域における知名度の向上、広告宣伝の効率化などを実現する
ために首都圏を中心にドミナント戦略（注）による直営店の出店を行ってまい
りましたが、今後は、首都圏でのドミナント出店を継続するとともに、その他
の地域にも積極的に出店してまいります。広域に多店舗展開するために、店舗
開発体制を強化し、出店用物件の迅速かつ十分な確保を図るとともに、遠方店
舗への商品支援体制強化を進めてまいります。
（注） 特定の地域に集中して出店を行うこと。

　
　 ② 商品仕入の強化

　店頭買取、顧客宅を訪問して買取を行う出張買取及び宅配便を利用し遠方か
らの買取依頼に応じる宅配買取の３本柱を軸に一般買取の強化を進めてまいり
ます。具体的には、ポイントサービスを活用した店頭買取顧客の確保、出張買
取体制強化による大型家電・家具などの買取強化、全国からファッション品を
買取る宅配買取強化により、一般買取案件の増加を図ってまいります。また、
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マンション管理会社や引越し会社、インターネット通販会社等との提携を推進
し、各提携先が有する顧客に当社の買取サービスを紹介し、ご利用いただくと
いう取り組みも進めてまいります。
　一方、当社の仕入の約25％を占める新品・中古品取扱業者等からの法人仕入
も引き続き強化してまいります。物流センターを活用し、大口の業者仕入の開
拓を進め、新店用在庫及び既存店への補充在庫の十分な確保を進めてまいりま
す。

　
　 ③ 人材の確保と育成

　当社の展開する事業は、多種多様な商材を取り扱い、日々変化する顧客ニー
ズに対応するため、マニュアルだけに頼らない柔軟な店舗運営が求められます。
そのため、自ら状況に合わせて思考・行動できる自律型人材の確保・育成が必
要となります。
　年間10店以上の出店計画をふまえ、優秀な人材を十分に確保していくため、
新卒及び中途採用を強化するとともに、パート・アルバイトからの社員登用に
も積極的に取り組み、人材の確保に努めてまいります。
　また、人材の早期育成のため、研修部門を専門に設け、研修内容の充実を図
り、確保した人材の早期戦力化を図ってまいります。
　

　 ④ 新規業態の開発
　リユースに対する消費者のニーズは、様々な商品カテゴリーにおいて年々高
まりを見せております。これらのニーズを発掘し、満たしていくために、当社
は新たな店舗業態の開発に引き続き取組んでまいります。新規業態開発にあた
っては、既存のリユース事業を展開する中で培ってきたリユースのノウハウと
実績を十分に活用し、業態モデルの確立を図ってまいります。
　

　 ⑤ インターネット経由の売買の強化
　スマートフォンの普及等により、インターネット経由のリユース品の売買は
拡大しております。当社では、衣料服飾雑貨を扱う宅配買取を継続的に強化し
ております。販売面では、自社サイトに加え、楽天ショッピング、ヤフーオー
クションにて商品の販売を行っております。平成26年10月には他社からブラン
ド古着を専門に扱う「ブランドコレクト」サイトを譲受け、インターネット経
由の売買強化に着手しております。今後も、各サイトの利便性と品ぞろえを拡
充し、インターネット経由の売買体制を整備するとともに、実店舗とも効果的
に連携させ、リユース品売買の拡大につなげてまいります。
　

（4）主要な事業内容（平成27年２月28日現在）
　当社の主な事業は、リユース品の売買を行うリユース事業であります。
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（5）主要な営業所（平成27年２月28日現在）

名 称 所 在 地
本 社 東京都足立区梅島三丁目32番６号
物 流 セ ン タ ー 埼玉県さいたま市南区
ス タ イ ル セ ン タ ー 神奈川県相模原市緑区
フルフィルメントセンター 東京都港区

総 合 リ ユ ー ス 業 態
トレジャーファクトリー
（直営店 50店舗）

（東京都）足立西新井店、練馬店、三鷹店、足立加平店
町田店、立川日野橋店、南大沢店、東久留米店
上板橋店、稲城若葉台店、武蔵村山店
花小金井店

（埼玉県）草加店、春日部店、所沢店、浦和店、越谷店
吉川店、大宮店、東浦和店、上尾店、上福岡店
入間店、川越店、鶴ヶ島店、鶴瀬店、北越谷店
南浦和店

（神奈川県）横浜鶴見店、相模原店、横浜青葉店
川崎野川店、中央林間店、大船店
横浜長津田店、大和店、秦野店、藤沢店

（千葉県）千葉みつわ台店、流山店、南柏店、幕張店
松戸店、習志野店、市川店

（茨城県）牛久店
（兵庫県）神戸新長田店
（大阪府）岸和田店、八尾店、東大阪店

服飾専門リユース業態
トレファクスタイル
（直営店 24店舗）

（東京都）多摩センター店、高円寺店、町田成瀬店
立川店、三鷹店、高円寺２号店、調布店
葛西店、仙川店、下北沢店、戸越銀座店

（埼玉県）川越店、川口店、小手指店
（神奈川県）川崎店、橋本店、厚木店、東戸塚店
（千葉県）稲毛店、船橋店、八千代店、千葉店
（兵庫県）尼崎店
（大阪府）アメリカ村店

ブランド古着専門業態
ブ ラ ン ド コ レ ク ト
（直 営 店 ２ 店 舗）

（東京都）原宿店、原宿竹下通り店

スポーツ・アウトドア業態
トレファクスポーツ
（直 営 店 １ 店 舗）

（神奈川県）青葉台店

古着アウトレット業態
ユ ー ズ レ ッ ト
（直 営 店 １ 店 舗）

（埼玉県）久喜店
　

（注） 上記のほか、リユースショップ「トレジャーファクトリー」のフランチャイ
ズ店が福島県いわき市に２店、福島県郡山市に２店あります。
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（6）使用人の状況（平成27年２月28日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
384（487）名 52（64）名増 29.3歳 4.4年

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び契約社員は（ ）内に年間の平均人
員を外数で記載しております。

　
（7）主要な借入先の状況（平成27年２月28日現在）

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 177,519千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 137,376千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 121,134千円
株 式 会 社 常 陽 銀 行 69,443千円
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 40,000千円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 40,000千円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 30,000千円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 11,636千円
株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 7,466千円
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２．株 式 の 状 況（平成27年２月28日現在）
（1）発行可能株式総数 14,080,000株
（注）平成26年９月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数

に換算して記載しております。
（2）発行済株式の総数 5,596,400株 （自己株式148株を含む）
（注）平成26年９月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数

に換算して記載しております。
（3）株主数 2,688名
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率
野 坂 英 吾 2,502,000株 44.70％
野 坂 淳 236,800 4.23
ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ ＰＵＲＩＴＡＮＴＲ：

　 235,000 4.19
ＦＩＤＥＬＩＴＹ ＳＲ ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ ＦＵＮＤ
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 202,100 3.61
トレジャー・ファクトリー従業員持株会 169,400 3.02
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 126,300 2.25
株式会社スリースターマネジメント 100,000 1.78
野 坂 直 香 67,200 1.20
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 56,900 1.01
株 式 会 社 東 京 ウ エ ル ズ 46,000 0.82
（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。
　
３．新株予約権等の状況
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。
（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の

状況
該当事項はありません。
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（3）その他新株予約権等に関する重要な事項（平成27年２月28日現在）
　当社は、平成26年４月11日開催の取締役会において、当社の中長期的な利益成
長を目指すにあたり、当社取締役及び従業員の貢献意欲や士気をより一層向上さ
せ、当社の結束力を高めると同時に、営業利益増加及び企業価値増大による株価
の上昇を達成させることを目的として、以下のとおり、業績目標を達成した場合
のみ権利行使が可能となる利益目標コミットメント型新株予約権を有償にて発行
することを決議いたしました。

第３回新株予約権
発行決議日 取締役会：平成26年４月11日

新株予約権の数 1,600個

新株予約権の目的となる
株式の種類及び数

普通株式 320,000株
（新株予約権１個につき 200株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 3,300円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 185,800円
（１株当たり 929円）

権利行使期間 平成28年６月１日から
平成30年４月27日まで

行使の条件 （注）２

新株予約権の交付状況 当社取締役４名（750個）
当社従業員28名（850個）

　

（注）1． 平成26年９月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株
式数及び価格に換算して記載しております。

2． 行使条件は以下のとおりであります。
（1） 新株予約権者は、平成27年２月期及び平成28年２月期の監査済みの当

社損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は連結損益計算書）の
営業利益が次の各号に定める全ての条件を達成している場合、本新株予
約権を平成28年２月期有価証券報告書提出日の翌月の１日以降より行使
することができる。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき
営業利益等の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標
を取締役会にて定めるものとする。
① 平成27年２月期の営業利益が740百万円を超過していること

　 ② 平成28年２月期の営業利益が820百万円を超過していること
（2） 上記１の条件達成にかかわらず、新株予約権者は、当社株価が次の各号

に定める水準を下回った場合は、以後、本新株予約権を行使することが
できないものとする。
① 本新株予約権の割当日から平成27年４月27日までの間に、いず
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れかの連続する21取引日において、金融商品取引所における当社
普通株式の普通取引終値の平均値が一度でも行使価額の80％を下
回った場合

② 平成27年４月28日から平成28年４月27日までの間に、いずれか
の連続する21取引日において、金融商品取引所における当社普通
株式の普通取引終値の平均値が一度でも行使価額の100％を下回
った場合

ただし、行使価額の調整がなされた場合には、適切に調整されるもの
とする。

（3） 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社
関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が
認めた場合は、この限りではない。

（4） 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
（5） 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を
行うことはできない。

（6） 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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４．会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（平成27年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 野 坂 英 吾
専 務 取 締 役 野 坂 淳 システム部長
取 締 役 澤 田 卓 事業推進部長
取 締 役 小 林 英 治 管理部長
取 締 役 鈴 木 信 夫 千代田第一工業株式会社代表取締役社長
常 勤 監 査 役 内 海 靖 浩

監 査 役 石 川 博 康 アーク法律事務所代表弁護士
ブルドックソース株式会社社外監査役

監 査 役 金 野 栄太郎
税理士法人のぞみ会計社統括代表社員
東陽監査法人代表社員（理事）
株式会社のぞみリアルエステート代表取締役

（注）1. 取締役鈴木信夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

2. 監査役石川博康氏及び金野栄太郎氏は、会社法第２条第16号に定める社
外監査役であります。

3. 監査役金野栄太郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有しております。

4. 当社は、取締役鈴木信夫氏並びに監査役石川博康氏及び金野栄太郎氏を、
独立役員として東京証券取引所に届け出ております。

　
（2）当事業年度中に退任した取締役及び監査役
　該当事項はありません。
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（3）取締役及び監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額
取 締 役 ５名 69,243千円
監 査 役 ３名 11,133千円
合 計
（う ち 社 外 役 員）

８名
（３名）

80,376千円
（6,813千円）

（注）1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

2. 取締役の報酬限度額は、平成12年５月29日開催の第５回定時株主総会に
おいて、月額1,000万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決
議いただいております。

3. 監査役の報酬限度額は、平成12年５月29日開催の第５回定時株主総会に
おいて、月額300万円以内と決議いただいております。

　
（4）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係
・取締役鈴木信夫氏は、千代田第一工業株式会社の代表取締役社長を兼務して
おります。当社は同社との間に取引関係はありません。

・監査役石川博康氏は、アーク法律事務所の代表弁護士を兼務しております。
当社は同事務所との間に取引関係はありません。

・監査役金野栄太郎氏は、税理士法人のぞみ会計社の統括代表社員、東陽監査
法人の代表社員（理事）及び株式会社のぞみリアルエステートの代表取締役
を兼務しております。当社は両法人及び同社との間に取引関係はありません。

　
② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係
・監査役石川博康氏は、ブルドックソース株式会社の社外監査役を兼務してお
ります。当社は同社との間に取引関係はありません。
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③ 当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取締役 鈴 木 信 夫

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回
（93.75％）に出席いたしました。異業種の会社経営に
携わる見地から意見を述べるなど、取締役会における
意思決定の透明性、健全性、遵法性を確保し、コンプ
ライアンス（法令遵守）強化のための助言・提言を行
っております。

監査役 石 川 博 康

当事業年度に開催された取締役会16回のすべて、監査
役会20回のうち19回（出席率95％）に出席いたしま
した。弁護士としての専門的見地から、取締役会にお
ける適正性の確保、リスク管理及びコンプライアンス
強化のための助言・提言を行っております。

監査役 金 野 栄太郎
当事業年度に開催された取締役会16回のすべて、監査
役会20回のすべてに出席いたしました。公認会計士と
しての専門的見地から、主に財務・経理・税務及び内
部統制等に関する助言・提言を行っております。

　
④ 責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。社外取締役及び社外監査役が、当社に対し損害賠償責任を負う場合
において、社外取締役及び社外監査役がその職務を行うにつき善意でかつ重大
な過失がないときは、金200万円又は法令が定める額のいずれか高い額を当該
損害賠償責任の限度とするものとしております。
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５．会計監査人の状況
（1）名 称 有限責任 あずさ監査法人
　
（2）報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,640千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,640千円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、
実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められると
きは、監査役会による協議を経て、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監
査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役が、解任後最初の
株主総会において解任の旨及びその理由を報告いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項及び当社定款規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。会計監査人
が、当社に対し損害賠償責任を負う場合において、会計監査人がその職務を行う
につき善意でかつ重大な過失がないときは、金200万円又は法令が定める額のい
ずれか高い額を当該損害賠償責任の限度とするものとしております。

６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり
であります。
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
①取締役会は、企業行動憲章を制定し、全社にこれを周知徹底する。
②取締役会は、コンプライアンスに係る規程を制定するとともに、コンプライ
アンス委員会を設置し、コンプライアンスに関連する方針の立案及び上申を
行わせ、もって役員及び使用人のコンプライアンス意識の維持・向上を図る。

③取締役会は、コンプライアンスに係る統括責任者として担当取締役を選任し、
全社的な管理を行う。

④監査役は、監査役監査基準等に基づき、取締役会に出席するほか、業務執行
状況の調査等を通じて、取締役の職務の執行を監査する。
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（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　株主総会議事録及び取締役会議事録等の法定文書のほか、重要な職務執行に
係る文書及び情報につき、文書管理規程及び情報管理規程等必要な規程を制定
し、これらの規程等に従い情報を適切に保存及び管理するものとし、必要な関
係者が閲覧できる体制とする。

　
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事件、事故及び自然災害その他経営に重大な影響を及ぼすリスクに備えるた
め、内部統制委員会を設置し、想定されるリスクの洗出しと予防策の策定、並
びにリスクが発生した際の危機管理体制を整備する。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、中期経営計画及び年次経営計画を策定し、各部門は当該計画の
達成のために適切な運営活動を実施する。

②取締役会は、業務分掌規程及び職務権限規程、稟議規程等を制定し、これら
の規程に基づき使用人に権限を委譲し、決裁権限を明確にすることにより、
職務の執行を円滑なものとする。

③業務執行の管理・監督を行うため、定例取締役会を月１回開催するほか、必
要に応じ臨時取締役会を開催する。

④定例取締役会において月次業績の分析・評価を行い、必要な措置を講ずる。

（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適
正を確保するための体制
　現在、当社に子会社等は存在しないが、将来において子会社等を設立する場
合には、企業集団全体で内部統制の徹底を図るべく所要の体制を整備する。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項
　監査役が求めた場合、監査役の職務を補助する使用人を配置するとともに、
配置に当たっての具体的な内容（組織、人数、その他）については、監査役と
相談し、その意見を十分考慮して検討する。

（7）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、監査役から監査
業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役、部長等の指
揮命令を受けない。
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（8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関
する体制
①取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて業務執行状況を報告する。
②取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見し
た場合は、直ちに監査役に報告する。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、監査役監査基準等に基づき、取締役会に出席するとともに、議事
録、稟議書等業務に関する重要な文書を閲覧、必要に応じて取締役又は使用
人にその説明を求めることができる。

②代表取締役は、監査役との間で適宜会合を持つ。
③監査役は、会計監査人と適宜会合を持ち、会計監査内容についての説明を受
け、情報交換など連携を図る。

④監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、定期的に情報交換を行う。

(10) 財務報告の信頼性を確保する体制
　財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制に関する基本方
針書を制定し、適切な財務情報を作成するために必要な体制・制度の整備・運
用を組織的に推進するとともに、統制活動の有効性について継続的に評価をし、
必要に応じて統制活動の見直しを図る。

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる
反社会的勢力と関係を持つことは、会社の事業継続に重大な影響を及ぼすも
のであるという考えのもと、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、
一切関わりを持たないことを企業行動憲章において宣言する。

②反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力が及ぼす被害を未然に防止する
ため、反社会的勢力排除規程を制定し、反社会的勢力排除のための社内体制
の整備を推進する。具体的には、不当要求防止責任者の設置及び講習の受講、
反社会的勢力の排除を目的とする外部専門機関との連携、反社会的勢力に係
る情報の収集及び報告体制の構築、事前審査の強化及び役職員向けの研修の
実施等の取り組みを推進する。
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貸 借 対 照 表
（平成27年２月28日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
工具、器具及び備品
レ ン タ ル 資 産
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

3,073,354
1,152,841
117,446
1,499,409

9,176
43

152,049
119,275
23,112

1,966,646
985,127
657,693
21,833
150,829
8,614

141,555
3,072
1,528
37,871
943,647

238
50

110,873
37,963
788,723
5,798

流 動 負 債 1,669,403
買 掛 金 39,812
短 期 借 入 金 370,000
１年内返済予定の長期借入金 99,818
リ ー ス 債 務 1,683
未 払 金 224,529
未 払 費 用 265,360
未 払 法 人 税 等 277,779
未 払 消 費 税 等 148,560
前 受 金 529
預 り 金 23,355
前 受 収 益 337
賞 与 引 当 金 157,672
株 主 優 待 引 当 金 3,797
返 品 調 整 引 当 金 20,178
ポ イ ン ト 引 当 金 35,989

固 定 負 債 414,993
長 期 借 入 金 164,756
リ ー ス 債 務 1,823
資 産 除 去 債 務 248,413

負 債 合 計 2,084,397
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,950,323
資 本 金 369,743
資 本 剰 余 金 304,743
資 本 準 備 金 304,743

利 益 剰 余 金 2,275,946
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,275,946
　繰 越 利 益 剰 余 金 2,275,946

自 己 株 式 △109
新 株 予 約 権 5,280
純 資 産 合 計 2,955,603

資 産 合 計 5,040,000 負 債 純 資 産 合 計 5,040,000
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損 益 計 算 書

(平成平成2627年年３２月月１28日日からまで)
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 10,682,286
売 上 原 価 3,695,833
売 上 総 利 益 6,986,452
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 20,178
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 18,192
差 引 売 上 総 利 益 6,984,467

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,028,821
営 業 利 益 955,645

営 業 外 収 益 32,290
営 業 外 費 用 21,166
経 常 利 益 966,769

特 別 損 失 7,754
固 定 資 産 除 却 損 1,074
減 損 損 失 6,064
投 資 有 価 証 券 評 価 損 615
税 引 前 当 期 純 利 益 959,015
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 420,200
法 人 税 等 調 整 額 △27,371
当 期 純 利 益 566,187
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株主資本等変動計算書

(平成平成2627年年３２月月１28日日からまで)
（単位：千円）

株 主 資 本

新 株
予約権

純 資 産
合 計資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 367,043 302,043 302,043 1,765,289 1,765,289 △109 2,434,267 - 2,434,267

当期変動額

新株の発行 2,700 2,700 2,700 5,400 5,400

剰余金の配当 △55,530 △55,530 △55,530 △55,530

当期純利益 566,187 566,187 566,187 566,187

新株予約権の発行 5,280 5,280

当期変動額合計 2,700 2,700 2,700 510,656 510,656 - 516,056 5,280 521,336

当期末残高 369,743 304,743 304,743 2,275,946 2,275,946 △109 2,950,323 5,280 2,955,603
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個 別 注 記 表
1. 継続企業の前提に関する注記
　 該当事項はありません。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　 その他有価証券

時価のないもの………………………移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品（個別バーコード管理商品）……個別法による原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）

（上記以外の商品）………………移動平均法による原価法（収益性の低
下による簿価切下げの方法）

貯 蔵 品…………………………最終仕入原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）

（3）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産…………………………定率法
（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）及びレ
ンタル資産については定額法。なお主
な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～27年
構築物 10～20年
工具、器具及び備品 ３～８年
レンタル資産 ２年

無形固定資産…………………………定額法
（リース資産を除く） のれんについては、その支出の効果の

及ぶ期間（５年）に基づく定額法を採
用し、ソフトウエア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間
（５年以内）に基づく定額法。

リ ー ス 資 産…………………………定額法
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。

（4）繰延資産の処理方法
株 式 交 付 費…………………………支出時に全額費用処理しております。
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（5）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権は個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

賞 与 引 当 金…………………………従業員に対する賞与支給に備えるため、
支給見込額のうち当期の負担額を計上
しております。

株主優待引当金…………………………株主優待制度に基づく費用の発生に備
えるため、翌事業年度において発生す
ると見込まれる額を計上しております。

ポイント引当金…………………………ポイントカードの使用による費用発生
に備えるため、使用実績率に基づき将
来において発生すると見込まれる額を
計上しております。

返品調整引当金…………………………将来発生する見込みの返品による費用
発生に備えるため、返品実績率に基づ
き翌事業年度において発生すると見込
まれる額を計上しております。

（6）消費税等の会計処理
　 税抜方式を採用しております。
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3. 貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建 物 31,399千円
土 地 141,555千円
　 計 172,954千円

　上記物件は長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）及び短期借入金
140,000千円の担保に供しております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 980,175千円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 ………普通株式5,596,400株
（2）当事業年度末における自己株式の種類及び総数 …………普通株式 148株
（3）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額等

・株 式 の 種 類 普通株式
・配当金の総額 55,530千円
・１株当たり配当金額 20円
・基 準 日 平成26年２月28日
・効 力 発 生 日 平成26年５月29日

　 ② 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
・株 式 の 種 類 普通株式
・配当金の総額 100,732千円
・配 当 の 原 資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 18円
・基 準 日 平成27年２月28日
・効 力 発 生 日 平成27年５月28日
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5. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　未払事業税 21,491千円
　未払事業所税 6,988千円
　賞与引当金 56,194千円
　ポイント引当金 12,826千円
　返品調整引当金 7,191千円
　減損損失 2,161千円
　資産除去債務 88,534千円
　商品評価損 6,273千円
　その他 8,730千円
繰延税金資産合計 210,393千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する資産 △53,155千円

繰延税金負債合計 △53,155千円
繰延税金資産の純額 157,238千円

6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい
ては銀行借入による方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、そのほとんどが顧客のクレジットカード決済による
売上代金の未収金であります。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用
リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用
リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　 ① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、クレジット会社以外の顧客への売上債権が発生した場合には、顧客
ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、主な顧客の信用状況を把握する
体制をとっております。
　投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、保有状況
の継続的な見直しを実施しております。
　敷金及び保証金については、契約締結前に契約先の信用状況及び対象物件の
権利関係などの確認を行うとともに、契約先ごとの期日管理及び残高管理を行
っております。
② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の

管理
　当社は、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が
変動することがあります。

　平成27年２月28日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

（1）現金及び預金 1,152,841 1,152,841 ―
（2）売掛金 117,446 117,446 ―
（3）敷金及び保証金 788,723 766,343 △22,379

資産計 2,059,011 2,036,631 △22,379
（1）買掛金 39,812 39,812 ―
（2）短期借入金 370,000 370,000 ―
（3）未払金 224,529 224,529 ―
（4）未払法人税等 277,779 277,779 ―
（5）長期借入金※ 264,574 264,374 △199

負債計 1,176,695 1,176,495 △199
　※ 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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（注） 金融商品の時価の算定方法

　資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金
　これらは、短期間で決済されるため、時価と帳簿価額は近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（3）敷金及び保証金
　敷金及び保証金については、将来キャッシュ・フローを事業年度末から返還ま
での見積期間に基づき、国債の利回り等に信用リスクを加味した利率で割引いた
現在価値によっております。

　負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等
　これらは、短期間で決済されるため、時価と帳簿価額は近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（5）長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合の想定され
る利率で割引いた現在価値により算定しております。

7. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 527.20円
１株当たり当期純利益 101.82円

（注） 当社は、平成26年９月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行なって
おります。当該株式分割が期首に行われたと仮定して、１株当たり純資産額
及び１株当たり当期純利益を算定しております。

8. 重要な後発事象に関する注記
　当社は、平成27年４月10日開催の取締役会において、以下のとおり株式分割につ
いて決議いたしました。
（1）株式分割の目的
　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性を高めることによ
り、投資家の皆様により投資しやすい環境を整え、投資家層の拡大を図ることを
目的としております。

（2）株式分割の概要
① 分割の方法
　平成27年５月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録され
た株主の所有する普通株式を、１株につき２株の割合で分割いたします。
② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式数 5,596,400株
株式分割により増加する株式数 5,596,400株
株式分割後の発行済株式数 11,192,800株
株式分割後の発行可能株式総数 28,160,000株
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③ 分割の日程
基準日公告日 平成27年５月14日
基準日 平成27年５月31日
効力発生日 平成27年６月１日

　当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定した場合の、当事業年度
における１株当たり情報は、以下のとおりであります。
１株当たり純資産額 263.60円
１株当たり当期純利益 50.91円

　
（注） 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の数値は千円未満を切り

捨てて表示しております。
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年４月17日

株式会社トレジャー・ファクトリー
　取締役会 御中
　 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 筆 野 力 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トレジャー・ファクトリ
ーの平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第20期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が
定めた内部統制システムに係る監査の実施基準に準拠し、監視及び検証いたし
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につい
て検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成27年４月21日
株式会社トレジャー・ファクトリー 監査役会

常勤監査役 内 海 靖 浩 ㊞
社外監査役 石 川 博 康 ㊞
社外監査役 金 野 栄太郎 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
　第20期の期末配当につきましては、株主の皆様の日頃のご支援に報いるため、１株
当たり配当金を14円とし、東証一部への市場変更の記念配当４円と合わせて、１株当
たり18円といたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 18円
総額 100,732,536円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
平成27年５月28日

第２号議案 取締役５名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって取締役全員（５名）が任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所 有 す る
当社の株式数

１
のさか えいご
野坂 英吾

(昭和47年５月６日生)

平成７年５月 有限会社トレジャー・フ
ァクトリー（現当社）設
立、代表取締役社長

2,502,000株
平成11年12月 同社を株式会社に改組

し、株式会社トレジャ
ー・ファクトリーを設
立、代表取締役社長（現
任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所 有 す る
当社の株式数

２
のさか じゅん
野坂 淳

(昭和49年９月15日生)

平成10年４月 有限会社トレジャー・フ
ァクトリー（現当社）入
社

236,800株

平成11年12月 当社取締役事業本部長
平成15年６月 当社専務取締役管理本部

長兼システム部長
平成21年３月 当社専務取締役営業部長

兼システム部長
平成23年３月 当社専務取締役営業部長
平成24年３月 当社専務取締役
平成26年２月 当社専務取締役システム

部長（現任）

３
さわだ たく
澤田 卓

(昭和48年４月15日生)

平成８年４月 太平住宅株式会社入社

31,000株

平成11年10月 有限会社トレジャー・フ
ァクトリー（現当社）入
社

平成14年６月 当社商品スーパーバイザ
ー

平成15年６月 当社商品部長兼店舗開発
部長

平成16年１月 当社商品部長
平成16年５月 当社取締役商品部長
平成24年３月 当社取締役事業推進部長

（現任）

４
こばやし えいじ
小林 英治

(昭和50年８月19日生)

平成10年７月 プライスウォーターハウ
スコンサルタント株式会
社入社

30,000株

平成14年10月 当社入社
平成16年１月 当社財務経理部長
平成18年３月 当社管理部長
平成23年５月 当社取締役管理部長
平成24年１月 当社取締役管理部長兼総

務部長
平成24年３月 当社取締役管理部長（現

任）

― 34 ―



候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所 有 す る
当社の株式数

５
すずき のぶお
鈴木 信夫

(昭和46年６月８日生)

平成７年４月 株式会社日本オートメー
ション入社

4,000株

平成９年９月 千代田第一工業株式会社
入社

平成12年１月 同社常務取締役
平成16年１月 同社代表取締役社長（現

任）
平成16年５月 当社取締役
平成16年９月 当社取締役退任
平成18年５月 当社取締役（現任）

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありませ
ん。

2. 社外取締役候補者に関する事項の内容
① 鈴木信夫氏は、社外取締役候補者であります。
② 同氏につきましては、製造業を営む会社を経営しており、小売業界から

ではない客観的な視点から当社の企業経営全般に対して指導を行える人
材であると期待しており、社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。

③ 同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって９年と
なります。

④ 同氏は当社との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を
締結しております。当該契約の概要は、会社法第423条第１項の損害賠
償責任の限度額を金200万円又は法令が定める額のいずれか高い額とす
るものであり、同氏の再任が承認された場合は、当社は同氏との間で当
該契約を継続する予定であります。

⑤ 当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立
役員とする予定であります。
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第３号議案 監査役２名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって監査役内海靖浩及び石川博康の両氏が任期満了と
なります。
　つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所 有 す る
当社の株式数

１
※

さど かずお
佐渡 一雄

(昭和25年６月１日生)

昭和48年４月 中央労働災害防止協会入
会

0株

昭和54年10月 アーンスト・アンド・ウ
イニー会計事務所（現新
日本有限責任監査法人）
入所

昭和58年３月 公認会計士登録
昭和62年４月 監査法人朝日新和会計社

（現有限責任 あずさ監査
法人）入社

平成８年８月 朝日監査法人（現有限責
任 あずさ監査法人）社
員

平成24年７月 公認会計士佐渡一雄事務
所設立（現任）

２
いしかわ ひろやす
石川 博康

(昭和34年６月22日生)

平成４年４月 弁護士登録（埼玉弁護士
会）
石川博光法律事務所入所

4,000株

平成12年１月 石川総合法律事務所設
立、代表弁護士

平成18年５月 当社監査役（現任）
平成19年４月 アーク法律事務所設立、

代表弁護士（現任）
平成19年６月 ブルドックソース株式会

社社外監査役（現任）
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（注）1. ※印は新任の監査役候補者であります。
2. 各監査役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありませ
ん。

3. 社外監査役候補者佐渡一雄氏に関する事項の内容
① 佐渡一雄氏は、社外監査役候補者であります。なお、同氏の選任が承認
された場合、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出る予定であります。

② 同氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識・経験等を当社
の経営に活かしていただきたいため、社外監査役として選任をお願いす
るものであります。なお、同氏は、当社と利害関係がなく、過去に現有
限責任 あずさ監査法人の社員を務めるなど会社の監査業務に精通して
おられることから、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行いただ
けるものと判断しております。

③ 当社は各社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定による責任限
定契約を締結しております。当該契約の内容の概要は、会社法第423条
第１項の損害賠償責任の限度額を金200万円又は法令が定める額のいず
れか高い額とするものであり、同氏の選任が承認された場合は、当社は
同氏との間で当該契約を締結する予定であります。

3. 社外監査役候補者石川博康氏に関する事項の内容
① 石川博康氏は、社外監査役候補者であります。
② 同氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の経

営に活かしていただきたいため、社外監査役として選任をお願いするも
のであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で
会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外
監査役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

③ 同氏の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって９年と
なります。

④ 同氏は当社との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を
締結しております。当該契約の概要は、会社法第423条第１項の損害賠
償責任の限度額を金200万円又は法令が定める額のいずれか高い額とす
るものであり、同氏の再任が承認された場合は、当社は同氏との間で当
該契約を継続する予定であります。

⑤ 当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立
役員とする予定であります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選
任をお願いするものであります。
　なお、その選任の効力は、就任前に限り監査役会の同意を得て取締役会の決議によ
り、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略 歴
(重 要 な 兼 職 の 状 況)

所 有 す る
当社の株式数

のぐち あきら
野口 晃

(昭和26年７月29日生)

昭和52年６月 株式会社中村屋家電販売
入社

0株

昭和59年12月 家電販売、修理店を個人
創業

平成２年９月 有限会社ケーヨーテクノ
（現株式会社ケーヨーテ
クノ）設立、代表取締役
社長

平成14年８月 同社を株式会社に改組
し、株式会社ケーヨーテ
クノを設立、代表取締役
社長（現任）

（注）1. 補欠監査役候補者は株式会社ケーヨーテクノの代表取締役社長に就任して
おり、当社は同社との間に、店舗の内装工事・設備工事等の取引関係があ
ります。

2. 補欠の社外監査役候補者に関する事項の内容
① 野口晃氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
② 同氏につきましては、経営者としての豊富な経験及び幅広い見識を当社

の監査に反映していただくことが期待できるため、選任をお願いするも
のであります。

③ 当社は各社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定による責任限
定契約を締結しております。当該契約の内容の概要は、会社法第423条
第１項の損害賠償責任の限度額を金200万円又は法令が定める額のいず
れか高い額とするものであり、同氏が監査役に就任された場合は、当社
は同氏との間で当該契約を締結する予定であります。

以 上
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マクドナルド

西口

東口
北千住駅

千住警察署入口 千住宮元町

東京芸術センター

国道４号線

足立成和
信用金庫本店

トポス
（スーパー）

マルイ

ルミネ

りそな銀行
墨
堤
通
り

千
住
大
橋
駅

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

植物油インキを使用しています。

株主総会会場ご案内図

会場：東京都足立区千住一丁目四番一号
　 東京芸術センター 21階 天空劇場
　 TEL 03－5354－4388

　

● ＪＲ常磐線・東武伊勢崎線・つくばエクスプレス 北千住駅 徒歩約７分
● 東京メトロ日比谷線・千代田線 北千住駅 徒歩約７分
● 京成本線 千住大橋駅 徒歩約10分
※ 当会場には駐車場が十分にございませんので、お車でお越しの際はご注意く
ださい。


